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➢ 本資料全般（P.5-61）は、以下の資料を基に作成
• 「環境省サプライチェーン排出量算定に関する実務担当者向け勉強会 Scope3算定の考え方」（2022年

3月 みずほリサーチ＆テクノロジー https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/too
ls/study_meeting_2021.pdf（最終アクセス2024年8月7日））

• 「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン (ver.2.6)」（2024年3月
環境 省経済産業省 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/GuideLine_v
er.2.6.pdf（最終アクセス2024年8月7日））

はじめに 本資料について

用語 表記（略称）

サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン（ver.2.6） 基本ガイドライン

サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（Ver.3.4） 排出原単位データベース

温室効果ガス GHG

温室効果ガスのCO2換算量 CO2

CO2換算後の排出量 排出量

• 算定式

 活動量や燃料種別の合計値を算出するため、基本ガイドラインでは算定式に“Σ”を用いている。本資料で
 は省略する。

• 排出量の単位

 本資料では排出量の単位の表記に、◆CO2 、 ◆CO2e、◆CO2eq、◆-CO2eq等がある。これらは全て同じ意
 味であり、出典の違いにより表記が異なっている。なお、本資料では年度単位の排出量を想定する。

➢ 本資料における表記
・用語一覧
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✓ Scope3排出量は、サプライチェーン排出量から自社のScope1,2を除いた分である。

✓ サプライチェーン排出量は、原材料調達、製造、物流、販売、廃棄等の事業活動に関
係するGHG全ての合計である。

※：対象となるGHGは、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン類（HFCs）、パーフルオロカーボン類（PFCs）、
六ふっ化硫黄（SF6）、三ふっ化窒素（NF3）である。

はじめに Scope3排出量とは 

サプライチェーン排出量＝Scope1排出量＋Scope2排出量＋Scope3排出量

Scope1：事業者自らによるGHGの直接排出(燃料の燃焼、工業プロセス)
Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3：Scope1,2以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)

社外（発電所）
で排出

自社内で排出

Scope1 Scope2Scope3 Scope3

上流 下流

出典) 「サプライチェーン排出量の算定と削減に向けて」（2023年3月 環境省 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/SC_syousai_all_20230301.pdf（最終アクセス 2024年5月））P.3
 「サプライチェーン排出量算定の考え方」（2017年11月 環境省 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/supply_chain_201711_all.pdf（最終アクセス 2024年7月））P.3
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✓ Scope3やサプライチェーン排出量を算定することで、以下のようなメリットがある。

はじめに 排出量算定のメリット

顧客や投資家へのアピール
１

•顧客（取引先等）からの排出量に関する情報
提供の要望に対応することで、継続的な取引
を期待できる。

•環境意識の高い顧客（消費者）に向けて、商
品や製品の差別化を図ることができる。

•企業の持続可能性の指標としてGHG削減と
いった環境対応が重視されるため、投資対象
としての優位性をアピールできる。※

国際イニシアチブへの報告
４

•日経環境経営度調査やCDP等企業の環境評
価では、Scope3に関する設問が定着している。
•CDPやGlobal Reporting Initiative (GRI)では、
Scope3の開示を要求。
•気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)
最終報告書では、企業がScope1,2,3の算定結
果とその関連リスクについて、自主的な開示を
することを提案。
•Science Based Targets(SBT)では、Scope3に
ついて「野心的」な目標を設定することを要求。

他事業者との連携による削減
２

サプライチェーン上の他事業者と環境活動に
おける連携が強化され、環境負荷低減施策の
選択肢が増え、CO2削減が進む。
また、CSR活動の一貫としてサプライチェーン
排出量算定を要請する企業もあるため、新規
顧客開拓につながる。

ＣＳＲ情報開示
３

企業の情報開示の⼀環として、サプライチェー
ン排出量をCSR報告書、WEBサイト等に掲載
することで、環境対応企業としての企業価値を
明確にする。
サプライチェーン排出量の把握・管理は⼀つ
の正式な評価基準として国内外で注目を集め
ており、グローバルにおいても、投資家等のス
テークホルダーへの社会的信頼性向上に繋が
り、ビジネスチャンスの拡大が期待されている。

参考及び出典) 「サプライチェーン排出量 概要資料」（2023年3月 環境省 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/SC_gaiyou_20230301.pdf （最終アクセス 2024年8月））P.4-6

注）※：上場企業へのScope3の開示の義務化に向けた検討はP.65を参照。



5

✓ 排出量は、活動量に排出原単位を乗じ算定する。

はじめに 排出量算定の基本式

事業者の活動の規模に関する量 活動量あたりの排出量

活動量 排出原単位排出量

活用可能な
資料例

電気1kWh
使用当たりの

排出量

貨物の輸送量
1トンキロ当たりの

排出量

廃棄物の焼却
1t当たりの

排出量

基本ガイドライン※

各カテゴリの概要や、基本的な計
算式を示した文書。
カテゴリの中で複数の算定方法が
考えられる場合、複数の算定方法
が紹介されている。

注）※：「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出
量算定に関する基本ガイドライン（ver.2.6）」の
こと、URL等はp2参照。

排出原単位データベース※

サプライチェーン排出量算定に使用
可能な排出原単位を掲載している。
活用可能な国内外の排出原単位
データベースの一覧も掲載。

排出原単位データベース（Ver.3.4）

サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための

2024年3 月

例

社内の各種データ、文献データ、業界平均
データ、製品の設計値等から収集する。

基本的に、既存データベースから選択する。
排出量を実測する方法や取引先から排出
量情報の提供を受ける方法もある。

データ収集
方法

電気使用量 貨物輸送量 廃棄物処理量

注）※：「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス
排出等の算定のための排出原単位データベース
（Ver.3.4）」のこと、URL等はp2参照。
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✓ Scope3は、15のカテゴリに分類されている。

はじめに カテゴリの概要と活動量の収集

1購入した製品
・サービス

2 資本財 3燃料・エネルギー関連 4 輸送・配送
（上流）

5事業から出る
廃棄物 6 出張 7 雇用者の通勤 8 リース資産

（上流）

9 輸送・配送
（下流）

10販売した製品
の加工 11販売した製品

の使用 12販売した製品
の廃棄

13 リース資産
（下流） 14 フランチャイズ 15 投資 その他

（任意）

上流：購入した製品やサービスに関する活動（原則）

下流：販売した製品やサービスに関する活動（原則）



7

✓ 各カテゴリ（上流）に該当する活動、算定に用いる活動量の例を示す。

はじめに カテゴリの概要と活動量の収集

区分 カテゴリ 活動 活動量の例

1 購入した製品・サービス 原材料等の採掘・加工等 原材料調達量

2 資本財
工場等の資本財の製造や資材
の採掘、加工等

設備投資額

3 燃料・エネルギー関連 購入燃料・電力の採掘、精製等 燃料、電力の使用量

4 輸送・配送（上流）
購入物品の物流、
出荷物品の委託物流

調達・出荷量、距離、
輸送回数

5 事業から出る廃棄物
自社拠点から発生する廃棄物の
処理

廃棄物量

6 出張 出張に伴う移動 出張旅費金額

7 雇用者の通勤 通勤に伴う移動 通勤費支給額

8 リース資産（上流）
リース使用している倉庫の
運用時

リース資産稼働時の
エネルギー使用量
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はじめに カテゴリの概要と活動量の収集

区分 カテゴリ 活動 活動量の例

9 輸送・配送（下流） 出荷後、所有権移転後の物流 出荷量、距離、輸送回数

10 販売した製品の加工
販売された中間製品（部品、素材）
の出荷先での加工

中間製品の出荷先での
加工時のエネルギー使用量

11 販売した製品の使用 販売された製品の使用
製品使用時のエネルギー
使用量

12 販売した製品の廃棄 販売された製品の廃棄 製品の廃棄方法

13 リース資産（下流）
リース貸ししている資産の客先
運用

リース資産の客先での稼働
時のエネルギー使用量

14 フランチャイズ フランチャイズ店舗の稼働
フランチャイズ店舗での
エネルギー消費量

15 投資 投資先の稼働 投資先、出資比率

✓ 各カテゴリ（下流）に該当する活動、算定に用いる活動量の例を示す。

その他（任意）
従業員や消費者の日常生活に関するサプライチェーン排出量に該当しない活動の
中で、企業として削減取組等を行っている場合等に情報発信の方法として排出等
注）企業アピール欄のため本資料では、算定方法等を割愛する。
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✓ 活動量のデータは、以下の様に様々な部署から提供を受ける等が考えられる。

✓ Scope3排出量の算定は、会社全体で協力して取り組む必要がある。

はじめに カテゴリの概要と活動量の収集

カテゴリ2
資本財

カテゴリ6
出張

カテゴリ7
雇用者の通勤

カテゴリ15
投資

カテゴリ3
燃料・エネルギー関連

カテゴリ5
事業から出る廃棄物

カテゴリ8
リース資産（上流）

カテゴリ1
購入した製品・サービス

カテゴリ4
輸送・配送（上流・調達物流）

カテゴリ4
輸送・配送（上流・委託物流）

カテゴリ9
輸送・配送（下流）

カテゴリ14
フランチャイズ

カテゴリ10
販売した製品の加工

カテゴリ11
販売した製品の使用

カテゴリ12
販売した製品の廃棄

カテゴリ13
リース資産（下流）

カテゴリ9～13共通
製品出荷量

経理部

生産部

リース資産
使用部署

調達部

物流部

営業部

開発設計部
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はじめに 算定が困難等のカテゴリについて

• 該当する活動がないもの

• 排出量の算定に必要なデータの収集等が困難なもの

• 排出量が小さくサプライチェーン排出量全体に与える影響が小さいもの

• 事業者が排出や排出削減に影響力を及ぼすことが難しいもの

• 自ら設定した排出量算定の目的から見て不要なもの

✓ 全カテゴリを算出する必要はない。以下等に該当すれば算定対象外として良い。

 ・ただし、対象外とした理由の整理は必要である。

出典) 「Ｑ＆Ａサプライチェーン排出量算定におけるよくある質問と回答集」（2022年3月 環境省 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/QandA_202203.pdf （最終アクセス 2024年
8月））P.4-5
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12

報告対象年度に購入・取得した全ての製品・サービスの資源採取、
輸送、製造段階までの排出
注）間接調達（製品の製造に直接関係しない物品・サービス）も含む。

資
源
採
取
段
階

… 2次サプライヤー 1次サプライヤー

… 2次サプライヤー 1次サプライヤー

… …… 2次サプライヤー 1次サプライヤー

… 2次サプライヤー 1次サプライヤー

自
社

輸送

注）赤枠は算定対象

製品
・

サービス

燃料
・

エネルギー

カテゴリ3燃料・エネルギー

カテゴリ4輸送・配送（上流）

購入した製品
・サービス

1購入した製品
・サービス

算
定
対
象
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製品・サービスの購入量・購入金額※1×排出原単位※2

※１：自社のデータを収集

※2：排出原単位データベースから引用

購入した製品
・サービス

1購入した製品
・サービス

算
定
式

以下の基本式に準拠

活動量×排出原単位

事

例
自動車等の製造メーカー等を想定した場合

【1.活動量の入手】 

調達部から部品の購入金額の情報を入手

この際に、台数や重量等の物量の情報もあれば入手

・タイヤ ：30,000百万円
・シリンダー：15,000百万円、10万台
・シャフト ：2,000百万円
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生産者価格ベース 購入者価格ベース

（内生部門計：輸送除く）

t-CO2eq/百万円 t-CO2eq/百万円

139 タイヤ・チューブ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　- 7.14 6.11

250 自動車用内燃機関・同部分品　　　　　　　　　　　　　　　　　0.918 台 4.96 4.69

251 自動車部品 - 4.72 4.52

No.

②金額ベースの排出原単位

t-CO2eq/○○

部門名

①物量ベースの
排出原単位

表5. 産業連関表ベースの排出原単位（GLIO：2005年表）

購入した製品
・サービス

1購入した製品
・サービス

事

例

【2.排出原単位の把握】

排出原単位データベース[5産連表DB]から引用

自動車等の製造メーカー等を想定した場合

【3.排出量の算定結果】

調達部品
活動量 排出原単位 排出量

数値 単位 数値 単位 出典 数値 単位

タイヤ 30,000 百万円 7.14 t-CO2eq/百万円
排出原単位
データベース
[5産連表DB]

214,200 t-CO2eq

シリンダー 10 万台 0.918 t-CO2eq/台 91,800 t-CO2eq

シャフト 2,000 百万円 4.72 t-CO2eq/百万円 9,440 t-CO2eq

合計 315,440 t-CO2eq

物量ベースの情報と排出原単位があ
る場合は、物量ベースで算定する。

今回、シリンダーは、台数の情報があ
り、かつ、①物量ベースの排出原単位
もある。
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排出原単位データベース 環境省

排出原単位データベースについて

ココからダウンロードできる
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排出原単位データベースについて

✓ 前ページのカテゴリ1購入した製品・サー
ビスは、[5産連表DB]のシートを使う。

✓ この中から必要なデータを引用する。

✓ おおよそ、カテゴリ毎にワーク
シートが分かれている。

カテゴリ1

カテゴリ4 カテゴリ5

カテゴリ7

カテゴリ3

カテゴリ2

カテゴリ6
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資本財とは…

✓ 長期間の耐用期間を持ち、製品製造、サービス提供あるいは商品の販売・保管・輸送等
を行うために事業者が使用する最終製品のこと。

（例）設備、機器、建物、施設、車両

✓ 財務会計上固定資産として扱われるものを指す。

2 資本財 算
定
対
象

報告対象年度に購入・取得した資本財の建設・製造・輸送から
発生する排出
注）資本財の使用による排出はScope1,2、Scope3のカテゴリ3で計上済み。

※1：自社のデータを収集

※2：排出原単位データベースから引用

算
定
式

以下の基本式に準拠

活動量×排出原単位

資本財の ×排出原単位※2

重量

販売単位

価格（建設費用）

※1
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【1.活動量の入手】

経理部から資本財の価格を入手

・産業用機械の価格：10,000百万円

資本財価格当たり排出原単位

(tCO2eq/百万円)

16-0000 輸送機械 3 .43

乗用車 3.28

その他の自動車 3.67

自動車部品・同付属品 3.44

船舶・同修理 3.45

その他の輸送機械・同修理 3.49

うち鉄道車両・同修理 3.35

16-0610

16-0600

16-0570

16-0590

16-0580

16-0611

資本形成部門

表6. 資本財価格当たり排出原単位

資本財を購入した側の
部門（業種）を選択

【3.排出量の算定結果】

【2.排出原単位の把握】

排出原単位データベース[6 資本財]から引用

活動量 排出原単位 排出量

種類 価格 単位 数値 単位 出典 数値 単位

産業用
機械

10,000 百万円 3.44
t-CO2eq
/百万円

排出原単位データベース
[6資本財]16-0590 自動
車部品・同付属品

34,400 t-CO2eq

2 資本財 事

例
自動車部品の製造メーカーを想定した場合
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目次

はじめに

1.  カテゴリ1 購入した製品・サービス

2. カテゴリ2 資本財

3. カテゴリ3 燃料・エネルギー関連

4. カテゴリ4 輸送・配送（上流）

5. カテゴリ5 事業から出る廃棄物

6. カテゴリ6 出張

7. カテゴリ7 雇用者の通勤

8. カテゴリ8 リース資産（上流）

9. カテゴリ9 輸送・配送（下流）

10. カテゴリ10 販売した製品の加工

11. カテゴリ11 販売した製品の使用

12. カテゴリ12 販売した製品の廃棄

13. カテゴリ13 リース資産（下流）

14. カテゴリ14 フランチャイズ

15. カテゴリ15 投資

取引先から排出量情報を要求されるケース

Scope3排出量の算定方法(下流側)

Scope3排出量の算定方法(上流側)



燃料の場合※1
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Scope1Scope3 カテゴリ3

注）赤枠は算定対象

Scope3 カテゴリ3 Scope2

電気の場合※2

注）自家発電の電気は、自家発電に使用する燃料の上流側における
排出をScope3のカテゴリ3、自家発電の燃料の燃焼をScope1として
算定する。

算
定
対
象

3燃料・エネルギー関連 報告対象年度に購入した「燃料※1の上流側（資源採取、生産、輸送）」
と「電気※2 ・熱（蒸気、温水・冷水）の製造過程における上流側（資源採
取、生産、輸送）」の排出
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【自社が購入した燃料】燃料種別に算定

燃料購入量・購入金額※1×排出原単位※2

電気使用量※1×全電源平均の排出原単位※2

【電気】電源の種類を特定した契約でない場合として算定※3

熱使用量※1×排出原単位※2

【熱】産業用蒸気、温水・冷水の２種類で算定

※1：自社のデータを収集
※2：排出原単位データベースから引用
※3：電源の種類を特定している（例：太陽光発電）場合、電源の種類別に算定し合算する方法もある。
 詳細は「基本ガイドライン」参照のこと。

算
定
式

3燃料・エネルギー関連 以下の基本式に準拠

活動量×排出原単位
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【電気】・【熱】：

排出原単位データベース[7 電気・熱]
から引用

燃料種 排出原単位 出典（CFP基本DB※ より）

ガソリン 0.343 t-CO2/kL B-JP311001 「ガソリン」

灯油 0.121 t-CO2/kL B-JP311004 「灯油」

軽油 0.152 t-CO2/kL B-JP311005 「軽油」

Ａ重油 0.214 t-CO2/kL B-JP311006 「A重油」

Ｂ重油 0.225 t-CO2/kL B-JP311007 「B重油」

オイルコークス 0.414 t-CO2/t B-JP311021「オイルコークス」

液化石油ガス(ＬＰＧ) 0.537 t-CO2/t B-JP311013「液化石油ガス（LPG）」

液化天然ガス（ＬＮＧ） 0.554 t-CO2/t
B-JP304004「液化天然ガス（LNG）
」

一般炭 0.0365 t-CO2/t B-JP304002「一般炭」

都市ガス 0.74 t-CO2/千Nm3 B-JP321001 「都市ガス13A」

注）CFP基本DB：「カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム 基本データベース
 Ver.1.01（国内データ）」
出典）環境省・経済産業省・農林水産省HP「グリーン・バリューチェーン・プラットフォーム」の
 業種別算定事例集より

URL：https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate_07.html

【燃料】：以下、①、②、③の順で引用

①燃料の購入先からScope3用の排出原単位を引用

②（一社）サステナブル経営推進機構のデータベースであ
るIDEAv2.3のライセンスを購入して引用

③以下等の行政や業界団体が提供するデータを引用

事

例

3燃料・エネルギー関連 省略

・Scope1,2と同じ算定方法のため。

・ただし、活動量は同じだが排出原単位は異なるため、以下に例示する。

【排出原単位の把握】
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目次

はじめに

1.  カテゴリ1 購入した製品・サービス

2. カテゴリ2 資本財

3. カテゴリ3 燃料・エネルギー関連

4. カテゴリ4 輸送・配送（上流）

5. カテゴリ5 事業から出る廃棄物

6. カテゴリ6 出張

7. カテゴリ7 雇用者の通勤

8. カテゴリ8 リース資産（上流）

9. カテゴリ9 輸送・配送（下流）

10. カテゴリ10 販売した製品の加工

11. カテゴリ11 販売した製品の使用

12. カテゴリ12 販売した製品の廃棄

13. カテゴリ13 リース資産（下流）

14. カテゴリ14 フランチャイズ

15. カテゴリ15 投資

取引先から排出量情報を要求されるケース

Scope3排出量の算定方法(下流側)

Scope3排出量の算定方法(上流側)



25

自
社…

注）赤枠は算定対象

自社
輸送

販売先

自社の
他工場

自社
輸送

他社
輸送

他社
輸送

仲介業者
他社
輸送

他社
輸送

自社が荷主の
範囲に限る

販売先

自社の
他工場

資
源
採
取
段
階

1
次
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー

輸送

自家物流はScope1,2で計上済み

4 輸送・配送
（上流）

報告対象年度に購入した製品・サービスのサプライヤーから自社へ
の物流に伴う排出※1、これ以外で自社が発注・費用負担する物流
サービスに伴う排出※2

算
定
対
象

※1

※2

✓ 他社輸送の内、以下2つを算定する。詳細は次ページより。

 A：輸送

 B： （物流拠点や販売拠点における）荷役・保管※

 ※：ただし、物流センターや荷捌き場のような短時間で荷物が通過していく場合は算定対象外としても良い。
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※1：トンキロ法では、帰り便の空輸送に係る排出量は算定できない。
※2：自社のデータを収集
※3：排出原単位データベースから引用

算
定
式

A：輸送

以下の基本式に準拠

活動量×排出原単位

4 輸送・配送
（上流）

【トンキロ法】 ※1

輸送トンキロ※2×トンキロ法輸送機関別排出原単位※3

＜鉄道・船舶・航空＞

輸送距離※2 /燃費※2× 排出原単位※3

【燃費法】

燃料使用量※2×排出原単位※3

【燃料法】

輸送トンキロ※2×
トンキロ法

燃焼使用原単位※3
×排出原単位※3

＜トラック＞
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✓ トンキロ法による排出量算定には、輸送条件が必要

輸送条件の例）輸送物の重量、輸送距離、トラックの車種、積載率

✓ 輸送条件不明の場合 ⇒輸送シナリオを設定して算定

シナリオ設定の際には、排出量が過小評価とならないように、特に以下に注意

・ 調達先との位置関係

・ 自社の物流拠点への入荷時の車両の種類

【輸送シナリオ（例）】

＜トラック輸送＞

 10tトラック（ディーゼル車）・輸送距離500km・積載率50％・年200回

＜船舶輸送＞

 輸送距離2,000km・積載量500t・年4回

注）トラックや船舶の製造年は不明とした。

今回は輸送条件不明の場合として、以下の輸送シナリオを設定

4 輸送・配送
（上流）

事

例

A：輸送

トンキロ法※で、輸送シナリオを設定する場合[その1]
※：カテゴリ4は、他社輸送となるため活動量の集計が困難なことが多い。

この様な場合は、トンキロ法で輸送シナリオを設定して算定する。
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【1.活動量の算定】
①輸送トンキロ

10[ｔ] ×（ 50[％] /100）× 500[km] ＝ 2,500[トンキロ]

最大積載量 積載率 輸送距離 輸送トンキロ

4 輸送・配送
（上流）

事

例

【2.排出原単位の算定】
トラックの輸送トンキロ当たり燃料使用量
（燃料使用量原単位）は、右式に基づき算出。
実際の手順は以下の①、②

15.0/（ 50[％] ÷100）0.812/（ 10,000[kg] ）0.654＝ 0.064[Ｌ/トンキロ]

積載率 最大積載量 燃料使用原単位
②トンキロ法燃料使用原単位

③ディーゼル燃料（軽油）の排出原単位

排出原単位データベース [2輸送【トンキロ法】(新)]
表3.燃料別最大積載量別の積載率別輸送トンキロ当たり燃料使用量

38.0[GJ/kL] × 0.0188[t-C/GJ] ×44/12＝2.619[ｔ-CO2eq/kL]

単位発熱量 排出係数

【3.排出量の算定結果】

④輸送1回当たりの排出量[ｔ-CO2eq]＝①×②×③×0.001＝0.42 [t-CO2eq]
⇒年間の排出量[ｔ-CO2eq] ＝④×200[回]＝84[ｔ-CO2eq]

A：輸送

トンキロ法で、輸送シナリオを設定する場合[その2]

＜トラック輸送＞の排出量

②x=6.23/（y/100）0.927/z0.565（2015年度基準達成車）

③x=14.4/（y/100）0.927/z0.648（その他）

【ディーゼル車】

②x=10.8/（y/100）0.812/z0.654（2022年度基準達成車）

③x=14.0/（y/100）0.812/z0.658（2015年度基準達成車）

④x=15.0/（y/100）0.812/z0.654（その他）
x:貨物輸送量あたりの燃料使用量[リットル/トンキロ]、y:積載率[%]、z:貨物自動車の最大積載量[kg]

①x=8.83/（y/100）0.812/z0.623（2025年度基準達成車）

【 ガ ソ リ ン 車 】 ①x=6.96/（y/100）0.927/z0.612（2022年度基準達成車）

排出原単位データベース [2輸送【トンキロ法】(新)]

＜トラック輸送＞



【3.排出量の算定結果】

③輸送1回当たりの排出量[ｔ-CO2eq]＝①×②×0.000001＝39 [t-CO2eq]

⇒年間の排出量[ｔ-CO2eq] ＝③×4[回]＝156[ｔ-CO2eq]

【1.活動量の算定】

①輸送トンキロ

500[ｔ] × 2,000[km] ＝ 1,000,000[トンキロ]

貨物重量 輸送距離 輸送トンキロ

【2.排出原単位の把握】

②排出原単位データベース
排出原単位データベース [2輸送【トンキロ法】（新）]

 から引用（製造年不明のため、その他船舶を選択）

排出原単位データベース [2輸送【トンキロ法】(新)]
トラック以外の輸送モード（鉄道、船舶、航空）の輸送トンキロ当たりCO2排出原単位

輸送機関
CO2排出原単位[E]
（gCO2/トンキロ）

鉄道 22

その他の船舶 39
航空 1490

1990年から2010年の間に建造された船舶の船種毎の平均的な燃費と比べて
5%以上10%未満の燃費の向上が認められる船舶

37

1990年から2010年の間に建造された船舶の船種毎の平均的な燃費と比べて
0%以上5%未満の燃費の向上が認められる船舶

38

1990年から2010年の間に建造された船舶の船種毎の平均的な燃費と比べて
20%以上の燃費の向上が認められる船舶

31

1990年から2010年の間に建造された船舶の船種毎の平均的な燃費と比べて
15%以上20%未満の燃費の向上が認められる船舶

33

1990年から2010年の間に建造された船舶の船種毎の平均的な燃費と比べて
10%以上15%未満の燃費の向上が認められる船舶

35

4 輸送・配送
（上流）

事

例

A：輸送

トンキロ法で、輸送シナリオを設定する場合[その3]

＜船舶輸送＞の排出量

＜船舶輸送＞

＜トラック輸送・船舶輸送の合計＞：84[ｔ-CO2eq]＋156[ｔ-CO2eq]＝240[ｔ-CO2eq/年]

29
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算
定
式

B：荷役・保管

以下の基本式に準拠

活動量×排出原単位

4 輸送・配送
（上流）

【燃料】燃料種別に算定

燃料使用量※1×排出原単位※2

電気使用量※1×排出原単位※2

【電気】

※1：物流拠点や販売拠点からデータを収集
※2：排出原単位データベースから引用

事

例

B：荷役・保管

省略

・Scope1,2と同じ算定方法のため。

注1）複数の荷主が利用する物流拠点等の場合は、面積按分等で、自社分を求めることが必要となる。
注2）【電気】と【燃料】のほか、【冷媒の漏えいに伴う排出】を含めることができる（含めなくても良い）。
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目次
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1.  カテゴリ1 購入した製品・サービス

2. カテゴリ2 資本財

3. カテゴリ3 燃料・エネルギー関連

4. カテゴリ4 輸送・配送（上流）

5. カテゴリ5 事業から出る廃棄物

6. カテゴリ6 出張

7. カテゴリ7 雇用者の通勤

8. カテゴリ8 リース資産（上流）

9. カテゴリ9 輸送・配送（下流）

10. カテゴリ10 販売した製品の加工

11. カテゴリ11 販売した製品の使用

12. カテゴリ12 販売した製品の廃棄

13. カテゴリ13 リース資産（下流）

14. カテゴリ14 フランチャイズ

15. カテゴリ15 投資

取引先から排出量情報を要求されるケース

Scope3排出量の算定方法(下流側)

Scope3排出量の算定方法(上流側)
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5事業から出る
廃棄物

算
定
対
象

報告対象年度に自社の事業活動から発生する廃棄物（有価物を
除く）の自社以外での廃棄と処理に係る排出

算
定
式

以下の基本式に準拠

活動量×排出原単位

※1：自社のデータを収集
※2：廃棄物の種類と処理方法が把握できれば、より実態に近い排出量算

定ができる。
※3：排出原単位データベースから引用

注1）廃棄物の輸送は任意のため本資料では対象外とした。

廃棄物処理量
・リサイクル量※1,2

×排出原単位※3

注2）赤枠は算定対象
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【1.活動量の入手】

生産部から廃棄物種と発生量を入手

・燃えがら  ：200ｔ
・汚泥   ：100ｔ
・廃プラスチック：500t

【3.排出量の算定結果】

【2.排出原単位の把握】

排出原単位データベース[9 廃棄物【種類別】]から引用

活動量 排出原単位 排出量

種類 処理量 単位 数値 単位 出典 数値 単位

燃えがら 200 t 0.0122 t-CO2eq/t
排出原単位
データベース
[9廃棄物【種
類別】]

2.4 t-CO2eq

汚泥 100 t 0.1722 t-CO2eq/t 17.2 t-CO2eq

廃プラス
チック

500 t 0.7927 t-CO2eq/t 396.4 t-CO2eq

合計 416.0 t-CO2eq

5事業から出る
廃棄物

事

例

報告対象年度に廃棄物として燃えがら・汚泥・廃プラスチックが
発生する場合

廃棄物輸送段階 含む 廃棄物輸送段階 除く

0.0453 0.0122

0.2161 0.1722

1.8153 1.7815

0.0627 0.0254

0.0671 0.0273

0.8214 0.7927

燃えがら

廃棄物種類別の排出原単位　（tCO2e/t）

表9. 廃棄物種類別の排出原単位

汚泥

廃油

廃酸

廃アルカリ

廃プラスチック類
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算
定
対
象

報告対象年度に出張等、業務における従業員の移動時に使用す
る交通機関による排出

算
定
式

以下の基本式に準拠

活動量×排出原単位

6 出張

事

例

省略

・自社の交通費支給額と排出原単位データベース から算定できるため。

交通費支給額※1×排出原単位※2

※1：自社のデータを収集

※2：排出原単位データベース [11 交通費]から引用

排出原単位

(kgCO2/円)

国内線 0.00525

国際線 0.00710

0.00185

0.05019

バス(営業用乗合) 0.00471

タクシー・ハイヤー 0.00331

表11. 交通区分別交通費支給額当たり排出原単位

交通区分

自動車

旅客船舶

旅客鉄道

旅客航空機

35
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算
定
対
象

報告対象年度に従業員の工場・事業所への通勤時に使用する
交通機関による排出

7 雇用者の通勤

算
定
式

以下の基本式に準拠

活動量×排出原単位
・排出原単位データベースに排出原単位の記載がない場合は自身で求める必要がある。

【鉄道・バス】、【自動車】等の通勤手段別に算定

交通費支給額※1×排出原単位※2

※1：自社のデータを収集
※2：排出原単位データベースから引用
※3：資源エネルギー庁「石油製品価格調査」から引用

排出原単位データベースに排出原単位の記載がない場合がある。
例えば自家用車は、ガソリン平均価格から自身で求める。以下の①②の順で算定する。

② 交通費支給額※1×①

ガソリン代当たり
の排出原単位

ガソリン燃焼時の
排出原単位※2

ガソリン
平均価格※3＝ /①



排出原単位データベース[2輸送【燃料法】]の表1から引用

38

事

例
雇用者が鉄道・バス・自動車で通勤する場合[その1]

7 雇用者の通勤

【1.活動量のデータを入手】

経理部等から通勤費支給金額を入手

【2.排出原単位の把握】

①鉄道、バス
排出原単位データベース [11 交通費]から引用

排出原単位

(kgCO2/円)

国内線 0.00525

国際線 0.00710

0.00185

0.05019

バス(営業用乗合) 0.00471

タクシー・ハイヤー 0.00331

表11. 交通区分別交通費支給額当たり排出原単位

交通区分

自動車

旅客船舶

旅客鉄道

旅客航空機

No
燃料の種類

（電気も含む）

1 ガソリン 33.4 GJ/kl 0.0187 tC/GJ 2.290 tCO2/kl

2 ジェット燃料油 36.3 GJ/kl 0.0186 tC/GJ 2.476 tCO2/kl

3 軽油 38.0 GJ/kl 0.0188 tC/GJ 2.619 tCO2/kl

4 Ａ重油 38.9 GJ/kl 0.0193 tC/GJ 2.753 tCO2/kl

表1. 燃料別単位発熱量及び排出係数

[参考]原単位
[A]×[B]×44/12

排出係数
[B]

単位発熱量
[A]

②自動車

以下の式でガソリン代当たりの排出原単位を算定

×1,000 ×1000,000/2.290
[t-CO2eq/kL]

ガソリン燃焼時
の排出原単位

174.6※

[円/L]

ガソリン
平均価格

13.12
[t-CO2eq/百万円] 

ガソリン代当たり
の排出原単位

＝

資源エネルギー庁「石油
製品価格調査」）2023年4
月～2024年3月のレギュ
ラー ガソリン全国平均価
格の単純平均から引用

・鉄道 ：100百万円
・バス ：20百万円
・自動車（ガソリン代） ：100百万円



事

例
雇用者が鉄道・バス・自動車で通勤する場合[その2]

7 雇用者の通勤

活動量 排出原単位 排出量

通勤手段 通費用 単位 数値 単位 出典 数値 単位

鉄道 100 百万円 1.85
t-CO2eq
/百万円

排出原単位データベース
[11 交通費]旅客鉄道

185 t-CO2eq

バス 20 百万円 4.71
t-CO2eq
/百万円

排出原単位データベース
[11 交通費]バス（営業用乗合）

94.2 t-CO2eq

自動車
通勤

100 百万円
13.1

2
t-CO2eq
/百万円

・資源エネルギー庁「石油製品価
格調査」
・排出原単位データベース[2 輸
送【燃料法】]「ガソリン」から算出

1,312 t-CO2eq

合計 1,591.2 t-CO2eq

【3.排出量の算定結果】
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算
定
対
象

報告対象年度に自社が賃借しているリース資産の操業に伴う排出
注1）リースのオフィス機器（コピー機、PC等）からの排出量はScope1,2及びScope3のカテゴリ3で計

上済みのため対象外。
注2）リース使用しており、Scope1,2に未計上のものがあれば算定対象。

8 リース資産
（上流）

以下の基本式に準拠

活動量×排出原単位

オフィス機器（コピー機、PC）等をリース契約している場合

【記載する内容】

カテゴリ8は、以下の理由により算定の対象外とする。

・オフィス機器（コピー機、PC）等の稼働時の電力消費による排出量は、Scope1,2で計上済みの
ため。

注）算定対象が賃借しているビルのフロア等の場合であって、上記による算出が困難な場合は、「基本ガイドライン」を参照のこと。

事

例

算
定
式

リース資産における
エネルギー種別の消費量

× エネルギー種別の排出原単位

注）この事例の様に、Scope1,2に、リース資産の操業のScope1,2が内包されている場合は、Scope3のカテゴリ3にもリース資産分を含めてい
る場合が多いと思われるが（分計が事務負担になるため）、含めることに問題はないと思われる。なお、「基本ガイドライン」には、このこと
についての記載はない。
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9 輸送・配送
（下流）

算
定
対
象

報告対象年度に販売した製品の自社から消費者までの輸送・流通
に伴う排出
注1）自社の物流に伴う排出はScope1,2で計上済み。
注2）委託輸送は該当しない（自社が輸送費用を支払い輸送を発注している場合は、カテゴリ4に計上）。
注3） カテゴリ9は下流事業者におけるカテゴリ4に該当する。

自社
（材料・部品工場）

自社輸送
販売先

（加工工場）
加工

他社輸送
最終製品
購入者

他社輸送

自社
（最終製品製造・

加工工場）
販売先
（販売店）

販売
他社輸送

最終製品
購入者

委託輸送

他社輸送

自社輸送

他社輸送

自社
（販売店）

自社輸送

他社輸送
最終製品
購入者

注）赤枠は算定対象

省略

・カテゴリ4「輸送・配送（上流）」と同様のため。

事

例

算
定
式

省略

・カテゴリ4「輸送・配送（上流）」と同様のため。
注）他社輸送のため活動量の入手が困難である。カテゴリ4と同様にトンキロ法で輸送シナリオを設定し、輸送トンキロを求める。ただ

し、製品が顧客や小売店に届くまでや、販売店から購入者までの輸送シナリオの設定が必要となる。
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14. カテゴリ14 フランチャイズ
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45

自社
（中間製品工場）

販売先
（中間加工業者）

加工

最終製品
購入者

販売先
（最終製品
製造業者）

加工

中間製品B
（他社）

中間製品C
（他社）

販売先
（加工業者）

加工
…

…

販売 中間製品A
（自社）

注）赤枠は算定対象

報告対象年度に自社が販売した中間製品（部品・部材）に下流側
の事業者が行った加工により発生する排出
注1）カテゴリ10は下流事業者のScope1,2に該当する。
注2）販売した中間製品のその後の加工実態の把握は困難である。
 ⇒根拠を示した上で、算定対象から除外することも認められている。

算
定
対
象

10販売した製品
の加工

※1：自社のデータを収集

中間製品の販売量※1×加工量当たりの排出原単位

算
定
式

以下の基本式に準拠

活動量×排出原単位



46

自社で製造した素材・部品が、他社で加工され製品になる場合
事

例

【記載する内容】

カテゴリ10は、以下の理由により対象外とする。

①販売した中間製品等のその後の加工実態の把握が困難であるため。※

②基本ガイドラインの「算定対象からの除外に関する判断基準」（以下）に該当する項目はないため。

注）※：以下のような根拠を整理しておくこと。
・納入先（顧客等）への問い合わせの事実（例えば、問い合わせが記載されたメールの写し等）
・納入先（顧客等）の回答（例えば、困難であるとの回答が記載されたメールの写し等）
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報告対象年の排出量ではない

最終製品のうち、中間製品が
対応する部分の排出量が該当

最終
製品

購入者
使用

廃
棄

自社 販売先
（加工業者）

販売
自社

最終
製品

中間
製品 …

注）赤枠は算定対象

販
売
台
数

生産年
2023 2024 2033

◼ 2023年度の1年間販売され、製品生涯（10年間）の場合

販売期間

廃
棄

11販売した製品
の使用

報告対象年度に販売した製品・サービスの使用に伴う排出
注1）「排出量＝報告対象年度の販売数×生涯の排出量」という考え方。
注2）製品使用中の保守管理における排出量を対象としても良い。
注3）中間製品や素材は最終製品の一部と考え、最終製品使用に伴う排出量からの按分により算定する。

算
定
対
象

出典）「Corporate Value Chain (Scope 3) Accounting and Reporting Standard」（GHGプロトコル）原文より和訳
 URL：https://ghgprotocol.org/corporate-value-chain-scope-3-standard 

排出タイプ 製品タイプ 製品例

直接使用段階排出
（最小限の範囲）

① 使用時にエネルギーを直接消費する製品 乗用車、航空機、エンジン、モーター、発電所、建物、装置、電
化製品、照明、データセンター、ウェブを基本にしたソフトウェア

② 燃料・工業プロセス用原料 石油製品、天然ガス、石炭、バイオ燃料、原油

③ GHG及びGHGを含有、又は使用時にGHG
を生じる製品

CO2、CH4、N2O、HFCs、PFCs、SF6、NF3

冷凍・冷蔵・空調機器、工業ガス、消火器、化学肥料

間接使用段階排出
（任意）

使用時にエネルギーを間接消費する製品 ・衣服（洗濯・乾燥を要する）

・食料（調理、冷凍・冷蔵を要する）

・鍋、フライパン（加熱を要する）

・石鹸、洗剤（温水を要する）
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【2.燃料・工業プロセス用原料※4】

販売量※1×排出原単位※3

【3.GHG含有・使用時GHG発生製品】

製品の
GHG含有量※2

製品の
総販売数※1

生涯GHG
排出率※2×地球温暖化係数※3× ×

※1：自社のデータを収集 ※2：標準的な使用シナリオから設定 ※3：排出原単位データベースから引用
※4：基本ガイドラインでは工業用プロセス用原料を“フィードストック”と表記

冷媒の漏えい率など

11販売した製品
の使用

以下の基本式に準拠

活動量×排出原単位

・自社製品の標準的な使用シナリオ※を設定して算定する。
※：ユーザーの使用状況を想定し算定（自社製品の省エネや脱炭素等の（性能の）優位性を示す部分のため重要）

算
定
式

なし

・自社の製品の環境性能をアピールするカテゴリのため、アピールに適した妥当な算定方法をご検
討ください。使用条件等のシナリオは、自社の設定で構いませんが、業界団体で定められたものが
ある場合は、それに基づいた活動量の設定が望まれます。

事

例

【1.エネルギー使用製品】

×
報告対象年度
の販売数※1 ×排出原単位※3使用１回あたりの

エネルギー使用量※2

生涯
使用回数※2 ×
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報告対象年度に販売した製品本体・容器包装の廃棄と処理に係る
排出
注1）最終製品の内、自社製品分の廃棄処理に関わる排出量が対象となる（例えば、カーエアコン製造メーカー

は、カーエアコンの廃棄処理分のみ計上。⾞全体の廃棄処理分ではない）。

注2） 食品等の中身が使用時に消失する製品は、容器包装のみ計上する。

販売期間
販
売
台
数

（生産年）2023 2024 2033

◆2023年度の1年間販売され、製品生涯（10年間）の場合

廃
棄

注）赤枠は算定対象

販売した年に、将来廃棄される際の排出量を算定する

12販売した製品
の廃棄

算
定
対
象

省略

・カテゴリ5「事業から出る廃棄物」と同様のため。

算
定
式

なし

・カテゴリ5「事業から出る廃棄物」と同様に算定できるため。

事

例

※

※：リサイクルされている場合、リサイクル処理由来の排出量を
 「A）廃棄物側が計上する」か、「B）再生材使用側が計上する」かの明確な定めはない。今回はB）を想定した。
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累

計

リ
ー

ス
向

け
販

売

台

数

（生産年度）2021 2022 2023 2024 2033

廃
棄

廃
棄

廃
棄

リース稼働期間
※終了後廃棄

注）赤枠は算定対象

13 リース資産
（下流）

自社が所有（貸し手）し、他者に賃貸しているリース資産の報告対
象年度における稼働に伴う排出
注1）「排出量＝全貸出リース資産台数（拠点数）×報告対象年度1年間の稼働時排出量」という考え方（下図参照）。
注2）同一製品が販売（カテゴリ11）・リース契約（カテゴリ13）両方で提供され、両者を区別する意味がない（利用形
 態等に差がない）場合、カテゴリ11にまとめて計上して良い。

算
定
対
象

◆算定対象年度を2023年度とした場合
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13 リース資産
（下流） 以下の基本式に準拠

活動量×排出原単位

オフィス機器（コピー機、PC）等をリース契約している場合

【記載する内容】

カテゴリ13は、以下の理由により対象外とする。

・オフィス機器（コピー機、PC）等が販売（カテゴリ11）・リース契約（カテゴリ13）両方で提供され、
両者を区別する意味がなく、カテゴリ11にまとめて計上したため。

注）算定対象が、賃貸しているビルのフロア等の場合であって、上記による算出が困難な場合は「基本ガイドライン」を参照のこと。

事

例

リース資産における
エネルギー種別の消費量

× エネルギー種別の排出原単位

算
定
式
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14 フランチャイズ フランチャイズ加盟者におけるScope1,2の排出

・ただし以下の場合、改めての算定は不要である。
①SHK制度の特定連鎖化事業者として、全フランチャイズ加盟店のScope1, 2排出量を算定済み。
②自社がフランチャイズ主宰者でない。

算
定
対
象

本部
フランチャイズ

主宰者

直営
店

直営
店

加盟
店

加盟
店

加盟
店

加盟
店

加盟
店

加盟
店

SHK制度（Scope1,2）

カテゴリ14

フランチャイズ主宰者におけるSHK制度とカテゴリ3・カテゴリ14の関係性

フランチャイジー

✓ SHK制度・特定連鎖化事業者については、カテゴリ14の後に、概要を示す。

本部
フランチャイズ

主宰者

直営
店

直営
店

カテゴリ3

①の場合に算定不要な理由は以下の図の通り。
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14 フランチャイズ
以下の基本式に準拠

活動量×排出原単位

算
定
式

事

例 SHK制度の特定連鎖化事業者の場合

【記載する内容】

カテゴリ14は、以下の理由により対象外とする。

・フランチャイズ加盟者（フランチャイズ契約を締結している事業者）のScope1,2の排出量
は、自社のScope1,2に含めて計上済みのため。

注）この事例の様に、SHK制度のScope1,2に、フランチャイズ加盟者のScope1,2が内包されている場合は、
Scope3のカテゴリ3に フランチャイズ加盟者分を含めている場合が多い（分計が事務負担になるため）。
このScope3のカテゴリ3のフランチャイズ加盟者分は、カテゴリ3から除外しても良いと考えられる。
なお、「基本ガイドライン」には、これについての記載はない。

SHK制度における「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」を参照のこと。
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SHK制度・特定連鎖化事業者とは 概要

➢ SHK制度とは

• 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「温室効果ガスの算定・報告・公表制度」のこと。

• 「基本ガイドライン」では、Scope1、2の算定は、SHK制度の算定方法に準じることが示されている。

➢ SHK制度の特定連鎖化事業者とは

• 省エネ法の特定連鎖化事業者と同じで、コンビニエンス・ストア等の小売商業に関するフランチャイズ・ビジネス等
を行い、全事業所（本部・直営店・加盟店等）のエネルギー使用量（原油換算値）が1,500kl/年以上の事業者のこと。

【SHK制度の概要】

出典)「温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度/制度概要」（環境省 https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/about（最終アクセス 2024年7月））
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15 投資 報告対象年度における投資（株式、債券、プロジェクトファイナンス
等）の運用に関連する排出
注1）民間金融機関（商業銀行等）、投資事業者、金融サービス事業者に該当しない場合、算定不要。
注2）Scope1,2の組織範囲を出資比率基準（Equity share approach）で設定している場合は対象外である。

算
定
対
象

投資別のScope1,2排出量を、投資持分比率に応じ、積み上げて算定
算
定
式

（各株式投資の排出量※×株式保有割合※）

＋（各債券投資の排出量※×投資先の総資本に対する割合※）

＋（各プロジェクトの排出量※×プロジェクト出資額の割合※）
※：被投資者からデータを収集する（投資先のCSRレポート等）

金融投資
/サービス

項目 内容

株式投資
各株式投資の排出量 投資先のScope1,2の排出量

株式保有割合 保有する投資先の株式数/投資先の総株式数

債券投資
各債券投資の排出量 投資先のScope1,2の排出量

投資先の総資本に対する割合 保有する債権数/投資先の総資本

プロジェクト
ファイナンス

各プロジェクトの排出量 投資先のScope1,2の排出量

プロジェクト出資額の割合 プロジェクトに出資した金額/プロジェクトの総額
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15 投資
A社に株式投資している場合
注）民間金融機関（商業銀行等）、投資事業者、金融サービス事業者に該当しない場合、算定不要。

事

例

投資先

投資先の
Scope1,2排出量

投資先の
発行株式数

自社の
保有株式数

数値 単位 数値 単位 数値 単位

A社 2,000,000 t-CO2eq 10,000 株 100 株

【2.排出量の算定結果】

【1.情報の収集】

以下等により情報を収集し、表等に整理する。

• 投資先（A社）のScope1,2排出量を、投資先（A社）のCSR報告書等から入手

• 投資先（A社）の発行株式数を、投資先（A社）の企業情報等から入手

• 自社の（A社）保有株式数を、自社の経理部等から入手

2,000,000[t-CO2eq]×100[株]/10,000[株]＝20,000[t-CO2eq]



62

目次

はじめに

1.  カテゴリ1 購入した製品・サービス

2. カテゴリ2 資本財

3. カテゴリ3 燃料・エネルギー関連

4. カテゴリ4 輸送・配送（上流）

5. カテゴリ5 事業から出る廃棄物

6. カテゴリ6 出張

7. カテゴリ7 雇用者の通勤

8. カテゴリ8 リース資産（上流）

9. カテゴリ9 輸送・配送（下流）

10. カテゴリ10 販売した製品の加工

11. カテゴリ11 販売した製品の使用

12. カテゴリ12 販売した製品の廃棄

13. カテゴリ13 リース資産（下流）

14. カテゴリ14 フランチャイズ

15. カテゴリ15 投資

取引先から排出量情報を要求されるケース

Scope3排出量の算定方法(下流側)

Scope3排出量の算定方法(上流側)



63

✓ 最近では、中小企業等が、取引先から排出量の情報を要求されることが増加。
多くの場合、Scope1,2排出量の要求になる。この情報を元に、取引先ではScope3を
算定する。この事例について、以下に示す。

取引先から排出量情報を要求されるケース ケーススタディ

A社（中小企業）は、B社（取引先）から排出量の開示要求を受
ける。

Ｘ年度に御社（A社）から
購入した商品の排出量を報告してください。

A

社

Ｂ

社

取引先

要

求

B社は、A社から得た排出量の情報を、
Scope3のカテゴリ1「購入した製品・サービス」の算定に活用※

する予定。

※：「Ｑ＆Ａ サプライチェーン排出量算定におけるよくある質問と回答集」（2022年3月改訂 環境省）のp17より。
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✓ 最近では、中小企業等が、取引先から排出量の情報を要求されることが増加。

取引先から排出量情報を要求されるケース トピック1 最近の傾向

取引先から（中小企業等への）情報提供依頼は、以下①～④のパターンが確認されている。

事例多い

徐々に増加

① 事業所のScope1,2排出量と総生産量

② 納品物のScope1,2排出量

③ 納品物のScope1,2とScope3の上流側の排出量

④ 納品物のScope1,2とScope3の排出量

（情報入手後の）取引先の対応

① 事業所のScope1,2排出量と総生産量

• （取引先では）情報を納品量で按分し、納品物のScope3のカテゴリ1の排出量とする。その他のカテゴリは推計補完し、納品物の
サプライチェーン排出量とする。

② 納品物のScope1,2排出量

• 納品物のScope3のカテゴリ1の排出量とする。その他のカテゴリは推計補完し、納品物のサプライチェーン排出量とする。

③ 納品物のScope1,2とScope3の上流側の排出量

• 納品物のサプライチェーン排出量とする。※1

※1：納品物が、家電や自動車の部品である等、Scope3の下流側（使用や廃棄）を一つの製品として扱う業界に多い。

④ 納品物Scope1,2とScope3の排出量

• 納品物のサプライチェーン排出量とする。※2

※2：日用品の容器等、 Scope3の下流側（廃棄）で、納品物のまま廃棄される業界に多い。

取引先は①～④から求めたScope3カテゴリ1排出量が、自社算定結果（排出原単位データベース等のみから求めた値）よりも

小さい場合に（中小企業等から提供を受けた）情報を活用する。そうでない場合は自社算定結果を使う。

従って、納品物のScope3カテゴリ1排出量が、取引先の自社算定結果より小さくなれば、脱炭素の点で、優位性が生じる（納

品物の付加価値が高まる）。

∴取引先の自社算定結果より小さくなるよう、省エネ活動等によりScope1,2を下げることや、より低炭素な取引先の選定や算

定の工夫（排出原単位データベースの選択等）によりScope3を下げる等が重要となる。

ポ
イ
ン
ト
！

注）中外テクノス(株)調べ

注）中外テクノス(株)調べ



✓ 最近では、中小企業等が、取引先から、排出量の情報を要求されることが増加。 （再掲）

取引先から排出量情報を要求されるケース トピック2 その背景

背景：上場企業へのScope3の開示の義務化に向けた検討が進んでいるため。

出典）金融庁資料（2024年3～6月の第1～3回「金融審議会 サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ」の事務局説明資料）

○2023年3月期から有価証券報告書におけるサステナビリティ情報の開示 が開始（個別具体的な基準はなし）

日本サステナビリティ基準委員会（ SSBJ ）では、国際サステナビリティ基準（ ISSB 基準）を踏まえ、
日本における具体的なサステナビリティ開示基準（ SSBJ 基準）の開発を進める。

SSBJ 基準の適用対象は、 プライム上場企業または、その一部 から始める ことが考えられる。

○2026年以降、SSBJの法定開示を検討

○2024年3月 SSBJ基準の公開草案（2024年3月29日 サステナビリティ基準委員会）では、
  Scope1,2,3のGHG排出の絶対総量の合計値の開示義務付けを提案

○2023年6月 国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）がScope3の開示義務化を決定

65



【1.算定範囲】

どのサプライチェーン排出量を算定範囲とするか

① Scope1,2の排出量のみか

② ①＋Scope3の上流（カテゴリ1～8）の排出量か

③ ②＋Scope3全体（カテゴリ1～15）の排出量か

66

取引先から排出量情報を要求されるケース ケーススタディ

取引先に回答する排出量の範囲

資源
採取
段階

…
2次サプライ
ヤー工場

1次サプライ
ヤー工場
（回答側）

Scope3排出
量報告企業
（要求側）

輸送

① Scope1,2の排出量のみ

A社(中小企業） B社（取引先）

② ①＋Scope3の上流（カテゴリ1～8）の排出量

③ ②＋Scope3全体（カテゴリ1～15）の排出量

確
認
事
項

出典) 「サプライチェーン排出量算定におけるよくある質問と回答集」（2023年3月 環境省 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/QandA
_202303.pdf （最終アクセス 2024年5月））P.18
「サプライチェーン排出量 活用セミナー データ要求への対応方法に関する講習会」（2016年2月 サプライチェーン排出量活用セミナー事務局 みずほ情報総

研株式会社 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/dms_trends/seminar2015_02_07.pdf （最終アクセス 2024年5月））P.4,12



【2.算定方法】

何に基づいて算定するか（排出係数・排出原単位の根拠を含む）

① Scope1,2については、SHK制度の算定方法に準拠

② Scope3については基本ガイドラインに準拠

③ その他、B社指定の方法・排出原単位・排出係数

【3.算定条件】

算定時に必要な以下等を、予め確認する

① B社分の排出量を求める際の按分指標（金額、重量、生産数等）

② その他（工場に隣接する事務部門や研究部門のエネルギー使用量を含むか等）
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取引先から排出量情報を要求されるケース ケーススタディ

確
認
事
項

出典) 「サプライチェーン排出量算定におけるよくある質問と回答集」（2023年3月 環境省 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/QandA
_202303.pdf （最終アクセス 2024年5月））P.18
「サプライチェーン排出量 活用セミナー データ要求への対応方法に関する講習会」（2016年2月 サプライチェーン排出量活用セミナー事務局 みずほ情報総

研株式会社 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/dms_trends/seminar2015_02_07.pdf （最終アクセス 2024年5月））P.4,12
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取引先から排出量情報を要求されるケース ケーススタディ

➢ 排出量
●● t-CO2eq（Ｘ年度)

➢ 確認事項

【1.算定範囲】

Scope1,2とする。

【2.算定方法】

SHK制度（温室効果ガス算定・報告・公表制度）に準拠する。

• SHK制度の算定方法・排出係数一覧

• 電気事業者別排出係数－環境省HPで公表されるＸ年度報告用－

• ガス事業者別排出係数－環境省HPで公表されるＸ年度報告用－

【3.算定条件】

納品量で按分してB社（取引先）とする。

• A社全体の排出量を生産数量で除して、製品あたりのScope1,2排出量を算定。

• これにB社への納品数を乗じた値を、B社分のScope1,2の排出量とした。

• 工場に隣接する事務部門や研究部門のエネルギー使用量を含まない（エネルギー消
費量・排出量の分計ができないため）。

回

答

Ｂ

社

取引先

出典) 「サプライチェーン排出量算定におけるよくある質問と回答集」（2023年3月 環境省 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/QandA
_202303.pdf （最終アクセス 2024年5月））P.18
「サプライチェーン排出量 活用セミナー データ要求への対応方法に関する講習会」（2016年2月 サプライチェーン排出量活用セミナー事務局 みずほ情報総

研株式会社 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/dms_trends/seminar2015_02_07.pdf （最終アクセス 2024年5月））P.12

A

社
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環境省 GVC※ 取組事例

取組事例

出典）「取組事例│グリーン・バリューチェーンプラットフォーム」（環境省 経済産業省 農林水産省 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/case_smpl.html）

✓ 各企業のScope3排出量の算定結果等が紹介されている。

※：GVCとは“グリーン・バリューチェーン”のこと
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環境省 GVC※ 実務者向けガイド

参考までに

出典）「実務者向けガイド│グリーン・バリューチェーンプラットフォーム」（環境省 経済産業省 農林水産省 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate_07.html）

※：GVCとは“グリーン・バリューチェーン”のこと
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